
　
国
民
健
康
保
険
制
度
は
、
日
本
の
国
民
皆

保
険
制
度
の
基
盤
と
な
る
仕
組
み
で
す
が
、

年
齢
構
成
が
高
く
医
療
費
水
準
が
高
い
、
所

得
水
準
が
低
く
保
険
税
の
負
担
が
重
い
、
財

政
運
営
が
不
安
定
に
な
る
リ
ス
ク
の
高
い

小
規
模
保
険
者
が
多
く
、
財
政
赤
字
の
保
険

者
も
多
く
存
在
す
る
と
い
う
構
造
的
な
課
題

が
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
平
成
30
年
度
か

ら
全
国
で
国
保
制
度
が
変
更
さ
れ
、
県
と
市

と
で
共
同
保
険
者
に
な
る
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。
国
保
の
手
続
き
は
、
４
月
以
降
も
引
き

続
き
保
険
年
金
課
で
行
え
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
税
率
の
改
定

　
３
月
市
議
会
で
30
年
度
の
国
保
税
率
な
ど

を
改
定
し
ま
し
た
。
国
保
税
は
所
得
割
、
資

産
割
、
被
保
険
者
均
等
割
、
世
帯
別
平
等
割

の
区
分
か
ら
税
額
を
計
算
し
て
い
ま
す
。
今

回
の
改
定
で
は
、
国
保
税
の
１
人
当
た
り
の

平
均
税
額
は
変
え
ず
に
資
産
割
税
率
を
30
年

度
に
半
分
に
し
、31
年
度
か
ら
全
廃
し
ま
す
。

減
額
と
な
る
資
産
割
税
額
分
は
所
得
割
と
均

等
割
で
賄
わ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
県
内
に
は
、
市
町
村
に
よ
っ
て
資
産
割
を

課
し
て
い
る
・
課
し
て
い
な
い
市
町
村
が
混

在
し
て
い
ま
す
。
県
が
示
し
た
国
民
健
康
保

険
運
営
方
針
の
中
に
「
将
来
的
に
保
険
料

（
税
）
率
を
県
下
統
一
に
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
」
と
あ
り
、
県
が
示
す
標
準
的
な
課
税

方
式
に
資
産
割
は
あ
り
ま
せ
ん
。
今
回
、
県

の
方
針
に
従
い
、
資
産
割
の
廃
止
を
激
変
緩

和
期
間
を
設
け
て
、
段
階
的
に
行
う
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。

  
保
険
証
が
変
わ
り
ま
す

　
広
域
化
に
よ
り
、
保
険
証
の
様
式
が
９
月

か
ら
変
わ
り
ま
す
。
現
在
の
保
険
証
は
８
月

末
ま
で
（
短
期
証
は
除
く
）
使
用
で
き
る
の

で
、
そ
の
ま
ま
使
用
く
だ
さ
い
。

保険年金課　国保給付 ☎ 66 ◆ 1103
国保税 ☎ 66 ◆ 1172

国民健康保険

ス
タ
ー
ト

予告

愛知県の主な役割 蒲郡市の主な役割

・財政運営の責任主体 ・�国保事業費納付金を愛知県に
納付

・�国保運営方針に基づき、事務の
効率化、標準化、広域化を推進

・�資格を管理（被保険者証など
の発行）

・�市町村ごとの標準保険料（税）
率を算定・公表

・�標準保険税率などを参考に保
険税率を決定
・保険税の賦課・徴収

・�保険給付費等交付金の市町村
への支払い ・保険給付の決定、支給

国民健康保険税課税額一覧

基礎課税額 後期高齢者支援金等課税額 介護納付金課税額

区分 改定前 30年度 31年度 改定前 30年度 31年度 改定前 30年度 31年度

所得割額（課税対象所得金額に対して） 4.85% 5.35% 5.90% 1.85% 1.90% 1.95% 2.10% 2.15%

資産割額（固定資産税に対して） 19.5% 9.5% 廃止 3.0% 1.5% 廃止 4.0% 2.0% 廃止

均等割額（1人につき） 22,600円 22,800円 23,000円 ７,000円 7,500円 8,000円 9,800円 10,000円 10,200円

平等割額（世帯につき） 22,700円 ７,000円 ７,800円
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